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年 月期ＧＤＰ予測（最終版）
～前期比年率＋ ％を予想～
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主席エコノミスト 新家 義貴（℡： ）

２月 日に公表される 年 月期の実質ＧＤＰ成長率を前期比年率＋ ％（前期比＋

％）と予測する。 月 日の段階で前期比年率＋ ％（前期比＋ ％）と予想していたが、その

後公表された経済指標の結果を反映し、予測値を若干上方修正する。

本日公表された 月分の家計調査と家計消費状況調査の結果が筆者の想定を下振れたことから、個

人消費の予測値を前期比＋ ％（従来予測値：同＋ ％）に若干引き下げた。また、 月分の国際

収支統計では、想定対比で輸入が財、サービスとも下振れたことから、実質輸入の予測値を前期比＋

％（従来予測値：同＋ ％）に下方修正した（実質輸出は前期比＋ ％で変わらず）。輸入の予

測値が下振れた結果、外需寄与度は前期比年率▲ ％ と、従来予測値（▲ ％ ）から上方修正

される。消費の下振れ分よりも外需寄与度の上振れ分の方が大きいことから、実質ＧＤＰの予測値は

前期比年率＋ ％と、従来予測値（同＋ ％）から若干の上方修正となる。

予測値は僅かに上方修正したが、自然災害に伴う７

９月期の大幅マイナス成長（前期比年率▲ ％）分

を取り戻せないという見方は変わらない。挽回生産に

よる高成長が期待されていたことを考えると物足りな

い結果といえる。均してみれば、 年後半の景気が

減速し、足踏み状態にあったことが示される結果とな

るだろう。海外景気の減速を主因に輸出が伸び悩んで

いることが背景にある。内訳では、７ ９月期に自然

災害によって下押しされた反動から個人消費や設備投

資で高い伸びが見込まれる一方、期待外れだったのが

輸出である。供給制約の解消から高い伸びになると予

想されていたが、実際の伸びは小幅なものにとどまり、

７ ９月期の落ち込みを取り戻すには至らないとみら

れる。輸入が大幅に増加することもあって、外需が

月期の成長率を大きく下押しする公算が大きい。

（需要項目ごとの予測値の解説は、「 年 月期ＧＤＰ（１次速報）予測」（ 月 日発行）をご参照ください）
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